
上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

第 2 9 回 定 時 株 主 総 会 資 料
（ 電 子 提 供 措 置 事 項 の う ち 法 令 及 び 定 款 に 基 づ く

書 面 交 付 請 求 に よ る 交 付 書 面 に 記 載 し な い 事 項 ）

● 事 業 報 告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

● 連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

● 計 算 書 類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社及び当社子会社（以下、トレックスグループという）共通の社内規範及び企業行動
基準を制定し、取締役及び使用人等を対象範囲としたコンプライアンス規程を整備の
上、周知、実践する。

ロ. 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、毅
然とした態度で組織的に対応する。

ハ. トレックスグループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法、その他適
用のある国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行い、財務報告の信頼性を確保
する。

ニ. コンプライアンスを実践するため、代表取締役を委員長とするリスク･コンプライアン
ス委員会を設置する。リスク・コンプライアンス委員会は、コンプライアンスに関する
規程の整備、コンプライアンス違反事例の調査、違反事例への対応と再発防止策の実
施、教育等を実施する。

ホ. 法令・社内規程等の違反行為を早期に察知し、迅速かつ適切に是正していくことを目的
に、トレックスグループ内部通報制度を導入し、その活動内容をリスク・コンプライア
ンス委員会に報告する。

ヘ. リスク・コンプライアンス委員会は、重大なコンプライアンス違反及び重要な活動等の
内容を、取締役会、監査等委員会に報告する。

ト. 内部監査部門は、企業活動の状況と法令及び社内規程等との準拠性を監査し、改善のた
めの指導を行う。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 取締役の職務執行に関する各種の文書その他の情報については、適用法令及び社内規程

に基づき適切に作成、保存、管理を行う。
ロ. 情報セキュリティに関しては、「情報セキュリティ基本方針」に基づく関連規程を整備

し、情報の種類に応じて定める管理基準に従い適切に管理する。
ハ. 保存されている文書その他の情報は、取締役が常時閲覧することが可能な状態にする。
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③ リスク（損失の危険）の管理に関する規程その他の体制
イ. 重大な影響をおよぼすリスクの発生を防止し、その影響の極小化を図るため、取締役及
び使用人を対象範囲とした「リスク管理規程」その他の関連規程を整備し、リスクの管
理を行う。

ロ. リスク評価を含めリスク管理を効果的かつ総合的に行うため、代表取締役を委員長とす
るリスク・コンプライアンス委員会を設置する。リスク・コンプライアンス委員会は、
リスクの管理に関する規程の整備、リスク評価、事故への対応及び再発防止、教育等を
実施する。

ハ. リスク・コンプライアンス委員会は、重要なリスク情報等を取締役会、監査等委員会に
報告する。

④ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 取締役会において「経営判断の原則｣を念頭に迅速な意思決定及び取締役の効率的な職

務執行を推進する。
ロ. 取締役会は、月1回の定時開催の他、必要に応じて臨時に開催され、取締役会規程に定
められている事項及びその付議基準に該当する事項等全ての重要事項の審議を行うとと
もに経営計画等の進捗管理を実施することで、意思決定の迅速化を図る。

ハ. 代表取締役の下に取締役会決議と代表取締役社長決裁に向けての審議・決定機関として
の執行会議を設けて、効率的な職務執行を図る。執行会議は原則として週１回開催す
る。

ニ. 業務分掌及び職務権限を明確にするために、規程を整備し、取締役の効率的な職務執行
を確保する。

ホ. 取締役の職務執行状況については取締役会に対し報告する。

⑤ 当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、トレックスグループ共通の社内規範及び企業行動基準に則り、グループ会社の管理
規程を制定し、次の各号に掲げる体制を整備する。
イ. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を確保するため

に、子会社に関する管理規程を定め、子会社運営の重要事項決定等の統制を行う。
ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制を確保するために、代表取締役社

長を委員長としたリスク・コンプライアンス委員会を設置し、当社子会社におけるリス
ク評価、事故への対応及び再発防止、教育等を実施する。

ハ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制を確保するために、各子会社の
業務執行に係る重要事項は、当社の取締役会にて決定し、各子会社の業務の効率性につ
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いて、各子会社の取締役等を兼任する当社の取締役等による統制を図る。
ニ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めに、当社取締役等による業務執行の適正性の監視、当社内部監査部門の監査及び改善
の指導並びに当社監査等委員会による監査、各子会社取締役等との意思疎通及び情報交
換を図る。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役・使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他
の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該取締役及
び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
イ. 監査等委員会がその職務を補助する使用人を求めた場合は、その補助担当者を配置す
る。

ロ. 前号の補助担当者は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受け
ず、また人事考課、異動、懲戒等については、監査等委員会の承認を要する。

⑦ 当社及び子会社の取締役、使用人等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委
員会への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
イ. 取締役、使用人等は、監査等委員会に対して法定事項に加え、以下の内容を報告する。

ⅰ）内部監査の実施結果
ⅱ）グループ経営に影響する重要事項
ⅲ）コンプライアンス違反に関する事項
ⅳ）監査等委員会が報告を求めた事項
ⅴ）毎月の経営状況として重要な事項

ロ. 監査等委員会への報告方法のひとつとしてトレックスグループ内部通報制度を整備し、
報告者を不利益扱いしないことを明記した「内部通報制度規程」を定め、周知する。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 取締役及び使用人は、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、環

境整備等について監査等委員会との充分な意思疎通を図る。また監査等委員は、効率的
な監査を行うため以下の内容を実施する。
ⅰ）取締役会等の重要な会議に出席し、監査等委員でない取締役の職務執行状況の監査
ⅱ）重要な決裁書類の閲覧
ⅲ）代表取締役、会計監査人、内部監査部門等との定期的な意見交換
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ロ. 監査等委員が必要と認めるときは、監査等委員の監査を支える弁護士、公認会計士、コ
ンサルタント、通訳その他の外部アドバイザーを任用する等したうえで、必要な監査費
用を支払う。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての運用状況の概要は、以下のとおり
であります。

① コンプライアンスに関する取り組み
当社は、リスク・コンプライアンス委員会を定期的に毎月開催し、当社グループにおける法

令及び社内規程の遵守状況、情報セキュリティ等重要事項について関連部門からの報告を受
け、対応等を審議し、法令違反の未然防止に努めました。
全役職員に対してコンプライアンスを強化すべく、ハラスメント、情報セキュリティ、不正
行為、コロナ禍でのマナーや配慮などを題材としたコンプライアンス研修を実施、月次でコン
プライアンスに関するメールマガジンを配信する等コンプライアンスへの意識向上に努めまし
た。
また、社外の内部通報相談窓口を通じて、適宜通報・相談ができる体制を整備し、当社グル

ープ全役職員に研修や社内サイトを通じて周知し、内部通報相談窓口を通じた通報・相談はリ
スク・コンプライアンス委員会に報告し解決に努めました。

② リスク管理に関する取り組み
当社は、リスク・コンプライアンス委員会にて、当社の各部門及び子会社から報告されたリ

スクについて、その評価と対応を決定するとともに、四半期ごとに対応状況を報告、年間を通
じて当社グループにおけるリスクのモニタリングを行いました。
当社では、事業継続能力の継続的な維持・向上を図るため事業継続マネジメントを定め、事

業継続計画を策定しており、災害時に当社グループの事業を迅速に再開させる体制を整備して
おります。当事業年度においても、新型コロナ対応から通常活動への復帰を受け、本社におけ
る避難訓練を実施し、役割分担の確認等を行いました。
また、当社グループ全体で情報セキュリティ保護対策の評価・決定を行い、情報セキュリテ

ィ上の問題に対して未然に発生の予防を図り、万一の問題発生に対しては迅速に対応するこ
と、マルウェアに関する注意喚起の徹底、日々の不正アクセスモニタリングなど、年間を通じ
て当社グループ全体における情報セキュリティ保護に努めました。
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③ グループ管理体制に関する取り組み
当社は、当社グループ管理における重要方針及び子会社から当社への事前協議事項及び報告
事項の基準を定め、子会社の経営の効率的な管理体制を整備しております。
当事業年度においても、当社グループ管理における子会社から当社への事前協議事項及び報
告事項の基準について、迅速な意思決定とグループ管理体制の強化の観点から改善を図り、当
社グループ全体の企業価値の向上、実効性のあるグループ統制の確保を図りました。
また、原則月次開催の海外販売子会社を含めた会議、年２回の当社グループ全体の事業推進
会議、当社グループ管理部門との会議等において、当社グループ全体の職務の効率性の向上、
コンプライアンス体制の強化に努めました。

④ 取締役の職務の執行に関する取り組み
当事業年度において、取締役会を16回開催し、重要事項の審議・決定、定期的な業務執行
報告等を通じて「経営判断の原則」に留意しつつ、効率的な職務の執行に努めました。
また、当社では取締役、執行役員をメンバーとして、監査等委員がオブザーバーとして出席
する執行会議を、原則週次で開催し、取締役会決議事項の事前協議を実施することにより取締
役の職務執行の効率化と迅速化を図りました。

⑤ 監査等委員の職務の執行に関する取り組み
監査等委員会は、監査等方針、監査計画、監査等委員の役割分担等を定め、取締役会、リス

ク・コンプライアンス委員会、執行会議等重要な会議への出席、取締役等からの報告聴取、代
表取締役との定期的な会合、子会社の取締役及び監査役等からの報告聴取等を図り、取締役の
職務の執行を監査、監督いたしました。
また、会計監査人、内部監査部門及び内部統制部門とは定期的ないし随時に報告、情報・意
見交換等を通じて連携を行いました。さらに、監査等委員全員が指名報酬委員会の委員に就任
しており、監査等委員でない取締役の指名、報酬に係り、監査等委員会としての意見決定等を
行っております。

⑥ 財務報告に係る内部統制の整備・運用
当社では、金融商品取引法及び金融庁が定める財務報告に係る内部統制の評価等の基準に沿

った内部統制システムの整備を進め、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価
範囲を決定し、当該財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行いました。
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,967,934 8,388,605 13,422,586 △678,960 24,100,165
剰 余 金 の 配 当 △620,515 △620,515
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △4,297,717 △4,297,717

自 己 株 式 の 取 得 △78,251 △78,251
自 己 株 式 の 処 分 31,600 51,149 82,749
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － 31,600 △4,918,233 △27,101 △4,913,735
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,967,934 8,420,205 8,504,353 △706,062 19,186,430

その他の包括利益累計額
純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △105,201 550,361 48,608 493,768 24,593,934
剰 余 金 の 配 当 △620,515
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △4,297,717

自 己 株 式 の 取 得 △78,251
自 己 株 式 の 処 分 82,749
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 218,545 361,648 292,510 872,705 872,705

当連結会計年度変動額合計 218,545 361,648 292,510 872,705 △4,041,030
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 113,344 912,010 341,118 1,366,473 20,552,904

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称 TOREX SEMICONDUCTOR (S) PTE LTD

TOREX USA Corp.
TOREX SEMICONDUCTOR EUROPE LIMITED
特瑞仕芯 子(上海)有限公司
TOREX (HONG KONG) LIMITED
台湾特瑞仕半導體股份有限公司
TOREX VIETNAM SEMICONDUCTOR CO.,LTD
フェニテックセミコンダクター株式会社
セイビテック株式会社

⑵ 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない関連会社の状況
・持分法を適用しない関連会社の数 １社
・持分法を適用しない関連会社の名称 井原工場団地協同組合
・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等に対する影響が軽微であり、かつ全体としても連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除
外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、特瑞仕芯 子(上海)有限公司の事業年度の末日は12月31日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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イ．有価証券
   ・その他有価証券
    市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。
    市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．棚卸資産 当社及び連結子会社は主として移動平均法、総平均法また

は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。ただ
し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。また、在外連結子会社は定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～50年
機械装置及び運搬具 ２年～10年
工具、器具及び備品 ２年～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しており

ます。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額
に基づき計上しております。

ハ．株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役等への当社株式の交付に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

④ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。

商品及び製品の販売にかかる収益
商品及び製品の国内への販売にかかる収益については、主として、商品又は製品の販売において出荷時

から支配が顧客に移転するまでの間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。
また、商品及び製品の海外への販売にかかる収益については、主として、過去の出荷実績等を基に各国

への到着日を合理的に予想し、当該予想到着日をもって支配が顧客に移転するとみなし、その時点で履
行義務が充足されると判断し収益を認識しております。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素
は含まれておりません。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
  退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付債務から中小企業退職金共済制度からの給付見込額を控除した額を退職給付に係
る負債として計上しております。

なお、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

連結子会社のフェニテックセミコンダクター株式会社においては、退職給付に係る負債及び退職給
付費用は、従業員の退職給付に備えるため当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。
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・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴当社の商品及び製品の評価

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
連結貸借対照表に計上されている商品及び製品のうち、当社に係る商品及び製品は3,635,040千円であ

り、連結損益計算書に計上されている当該資産の評価損は2,059,679千円であります。

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループの棚卸資産の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

しており、営業循環過程から外れたと判断された棚卸資産の評価については、帳簿価額を処分見込価額ま
で切り下げております。このうち当社の営業循環過程から外れた商品及び製品の対象の識別については、
一定の在庫年齢を超えた長期滞留品に加えて、過去の販売数量実績や受注状況等を考慮して策定した将来
の販売予測に基づき実施しております。当社が取り扱う商品及び製品の将来の販売可能性は、市場の需要
変化などの予測不能な要因によって変動する可能性があり、将来の販売予測は不確実性を伴うため、将来
の販売実績が見積りと大きく異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類における商品及び製品の金額
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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⑵固定資産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

連結貸借対照表に計上されている有形固定資産及び無形固定資産のうち、フェニテックセミコンダクタ
ー株式会社の岡山第二工場（以下、岡山第二工場）に係る有形固定資産は71,720千円であり、連結損益計
算書に計上されている当該資産の減損損失は257,695千円であります。

また、当社に係る有形固定資産は651,495千円であり、連結損益計算書に計上されている当該資産の減
損損失は1,447,683千円であります。

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
固定資産は、減損の兆候があると認められる場合には、資産、または、資産グループから得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しま
す。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額また
は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上されます。

当社グループは、原則として事業用資産について、会社もしくは工場ごとにグルーピングを行っており
ます。また、減損の兆候のある貸与資産、遊休資産については、個別資産別に減損損失の認識の判定を行
っております。当連結会計年度において、フェニテックセミコンダクター株式会社の第一工場（以下、岡
山第一工場）への移転に伴い、岡山第二工場は遊休資産となったことから、減損の兆候があると認められ
たため、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、当該事業について見積られた割引前将
来キャッシュ・フローの総額が、有形固定資産の帳簿価額を下回ると判断されたため、資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減額しました。

また、当社が保有する有形固定資産のうち、一部の貸与資産については、半導体市場の急激な需要の変
化等により、将来その資産から生み出されるキャッシュ・フローが減少し帳簿価額相当額を回収すること
が困難と判断されるような経営環境の変化が生じたことから、減損の兆候があると認められたため、減損
損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、当該資産について見積られた割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額がマイナスとなったため、使用価値を零として帳簿価額を減額しました。

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた回収可能価額は、正味売却価額または使
用価値により測定しております。

岡山第二工場の固定資産については、不動産鑑定評価により合理的に算出された評価額を正味売却価額
として評価しております。

また、貸与資産については、将来キャッシュ・フローの割引現在価値を使用価値として評価しておりま
す。

将来の不確実な経済条件の変動により、使用価値や正味売却価額の見直しが必要となった場合、翌連結
会計年度の連結計算書類において、固定資産の減損損失の認識及び測定が必要となる可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 12,081,688千円

⑵ 有形固定資産の圧縮額 建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品

21,079千円
117,704千円

510千円

⑶ 担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 3,649,317千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,174,384千円
工 具 、 器 具 及 び 備 品 197,699千円
土 地 896,605千円
投 資 有 価 証 券 709,830千円

担保に係る債務の金額 1年内返済予定の長期借入金 1,127,100千円
長 期 借 入 金 5,400,300千円

受取手形 24,815千円
売掛金 4,726,478千円

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 11,554,200 － － 11,554,200

４．連結貸借対照表に関する注記

⑷ 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
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当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

自己株式

普通株式 556,324 41,239 43,000 554,563

単元未満株式の買取による増加 普通株式 39株
株式報酬無償取得による増加 普通株式 1,200株
役員向け株式交付信託への第三者割当による増加 普通株式 40,000株
役員向け株式交付信託への第三者割当による自己株式処分に伴う
減少 普通株式 40,000株

役員向け株式交付信託からの給付による減少 普通株式 3,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ６ 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 310,270 28 2023年３月31日 2023年６月29日

2 0 2 3 年 1 1 月 1 4 日
取 締 役 会 普 通 株 式 310,244 28 2023年９月30日 2023年12月5日

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当連結会計年度末の自己株式の株式数には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する
当社株式120,230株が含まれております。

（変動事由の概要）
自己株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

（注１）2023年６月28日開催の定時株主総会による配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度
に係る信託が保有する当社株式に対する配当金2,330千円が含まれております。

（注２）2023年11月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制
度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金2,246千円が含まれております。
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決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 311,356 28 2024年３月31日 2024年６月27日

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 投 資 有 価 証 券 915,613 千円 915,613 千円 － 千円

② 社 債 100,000 99,902 △97

③ 長 期 借 入 金
（１年以内に返済する長期借入金を含む) 11,214,370 11,149,242 △65,127

④ リ ー ス 債 務
（１年以内に返済するリース債務を含む） 205,761 203,433 △2,328

⑤ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 （ ※ ） △73,183 △73,183 －

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）2024年６月26日開催の定時株主総会による配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度
に係る信託が保有する当社株式に対する配当金3,366千円が含まれております。

６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については一時的な余剰資金を安全性の高い金融資産で運用することに限定
し、また、資金調達については銀行借入及び増資等によっております。デリバティブは、外貨建債権債務
の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額212,037千円）は、「投資有価証券」には
含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛
金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（△）で示しております。
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レベル１の時価 ： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定
した時価

レベル２の時価 ： レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用
いて算出した時価

レベル３の時価 ： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

単位：千円

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 915,613 - - 915,613
デリバティブ取引 - △73,183 - △73,183

単位：千円

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 - 99,902 - 99,902
長期借入金 - 11,149,242 - 11,149,242
リース債務 - 203,433 - 203,433

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

社債
社債の時価については、元利金の合計額を、同様の社債発行を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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単位：千円
報告セグメント 合計日本 アジア 欧州 北米

顧客との契約から生じる
収益 18,736,524 5,089,211 1,444,544 481,701 25,751,982

その他の収益 - - - - -
外部顧客への売上高 18,736,524 5,089,211 1,444,544 481,701 25,751,982

当連結会計年度期首 当連結会計年度末
顧客との契約から生じた債権 5,332,969 千円 4,751,294 千円
契約負債 673 千円 8,276 千円

リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様のリース取引を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しているため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格等によっているため、その時価
をレベル２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、主に半導体デバイスの開発・製造・販売事業を営む単一事業であり、主要な顧客との契
約から生じる収益を分解した情報は以下の通りであります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ⑷ 会計方針に関する事項 ④ 

収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

⑶当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であります。
顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは673千円であり
ます。

⑷残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、当初に予測される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便

法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい
ない重要な金額はありません。
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⑴ １株当たり純資産額 1,868円50銭
⑵ １株当たり当期純損失 △390円73銭

場所 用途 種類 金額
岡山県井原市 遊休資産 土地及び建物等 257,695千円

台湾新竹市 貸与資産
機械装置及び運搬具 1,421,016千円
工具、器具及び備品 26,666千円

８．１株当たり情報に関する注記

（注） 株主資本において自己株式として計上されている、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当
社株式（当連結会計年度末120,230株、期中平均株式数94,795株）を「１株当たり純資産額」及び「１株当たり
当期純損失」の算定上、控除する自己株式に含めています。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
（減損損失）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産及び資産グループについて減損損失の計上を行いまし
た。

当社グループは、原則として事業用資産について、会社もしくは工場ごとにグルーピングを行っております。
また、減損の兆候のある貸与資産、遊休資産等については、個別資産別に減損損失の認識の判定を行っており

ます。
岡山第一工場への移転に伴い、岡山第二工場は遊休資産となったことから、第二工場に係る資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は、建物及
び構築物62,313千円、機械装置12,689千円、工具、器具及び備品2,412千円、土地180,280千円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額から処分に要する
費用を控除した金額をもって評価しております。

貸与資産については、半導体市場の急激な需要の変化等により、将来その資産から生み出されるキャッシュ・
フローが減少し帳簿価額相当額を回収することができないと判断されるような経営環境の変化が生じました。

減損判定の結果、当該資産について見積られた割引前将来キャッシュ・フローの総額がマイナスとなったため
使用価値を零として帳簿価格を減額し、減損損失として特別損失に計上しました。

（工場移転費用）
当社子会社であるフェニテックセミコンダクター株式会社の岡山第二工場の生産ラインは、建物の老朽
化や生産の効率化と組織の強化等から近隣の岡山第一工場へ設備の移転を行いました。これに伴い、移
転に係る費用を特別損失に計上しました。
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（ 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで ）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別　　途

積　立　金
繰越利益
剰　余　金

当 期 首 残 高 2,967,934 3,182,142 165,669 3,347,811 77,500 2,300,000 6,898,853 9,276,353

剰 余 金 の 配 当 △620,515 △620,515

当 期 純 損 失 △4,192,290 △4,192,290

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 31,600 31,600

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 31,600 31,600 － － △4,812,805 △4,812,805

当 期 末 残 高 2,967,934 3,182,142 197,269 3,379,411 77,500 2,300,000 2,086,047 4,463,547

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 　 　 計

その他有価証券
評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △678,960 14,913,138 △7,781 △7,781 14,905,357
剰 余 金 の 配 当 △620,515 △620,515
当 期 純 損 失 △4,192,290 △4,192,290

自 己 株 式 の 取 得 △78,251 △78,251 △78,251

自 己 株 式 の 処 分 51,149 82,749 82,749

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 58,256 58,256 58,256

当 期 変 動 額 合 計 △27,101 △4,808,307 58,256 58,256 △4,750,051

当 期 末 残 高 △706,062 10,104,831 50,475 50,475 10,155,306

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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　　・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
　　・その他有価証券
　　　市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。
　　　市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ 時価法を採用しております。
③　棚卸資産
　　・商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
　　・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物  3 年～18年
構築物 10年～20年
機械及び装置  2 年～ 5 年
工具、器具及び備品  2 年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基

づき計上しております。
②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給

額から中小企業退職金共済制度による給付見込額を控除した額を計上し
ております。

③　株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役への当社株式の交付に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。

商品及び製品の販売にかかる収益
商品及び製品の国内への販売にかかる収益については、主として、商品又は製品の販売において出荷時

から支配が顧客へ移転するまでの間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。
また、商品及び製品の海外への販売にかかる収益については、過去の出荷実績等を基に各国への到着日

を合理的に予想し、当該予想到着日をもって支配が顧客に移転するとみなし、その時点で履行義務が充足
されると判断し収益を認識しております。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素
は含まれておりません。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
該当事項はありません。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 3,978,253千円

①　短期金銭債権 1,250,128千円
②　短期金銭債務 382,797千円

固定負債（その他） 27,573千円

⑴ 関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 5,076,728千円
売上原価 1,587,625千円
販売費及び一般管理費 134,662千円

営業取引以外による取引高
受取配当金 630,281千円

３．会計上の見積りに関する注記
⑴当社の商品及び製品の評価

①当事業年度の計算書類に計上した額
貸借対照表に計上されている当社の商品及び製品は3,778,463千円であり、損益計算書に計上されている
評価損は2,096,255千円であります。

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。

⑵固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した額

貸借対照表に計上されている当社の有形固定資産は651,495千円であり、損益計算書に計上されている資
産の減損損失は1,447,683千円であります。

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。

４．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権及び債務

⑶　取締役に対する長期金銭債務
取締役の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給にかかる債務

５．損益計算書に関する注記
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繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,015,854千円
繰越外国税額控除 20,455千円
減損損失否認 443,280千円
賞与引当金 49,371千円
退職給付引当金 120,590千円
株式給付引当金 20,312千円
投資有価証券評価損 66,167千円
長期未払金 8,442千円
未払事業税 4,858千円
資産除去債務 22,060千円
その他有価証券評価差額金 2,939千円
その他 14,240千円

繰延税金資産小計 1,788,568千円
評価性引当額 △1,412,366千円

繰延税金資産合計 376,201千円

⑵　減損損失
当事業年度において、当社が保有する有形固定資産のうち、一部の貸与資産について、半導体市場の急激な需

要の変化等により、将来その資産から生み出されるキャッシュ・フローが減少し帳簿価額相当額を回収すること
ができないと判断されるような経営環境の変化が生じたため、使用価値を零として帳簿価額を減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しました。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数　　　　　普通株式　554,563株
（注）当事業年度末の自己株式数には、取締役を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式

120,230株が含まれております。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 フェニテックセミコ
ンダクター株式会社

所有
直接　100.0％

ウェハの加工
役員の兼任等

ウェハの加工
（注）1. 1,223,801 買 掛 金 332,801

資産の貸与
（注）３

- 機 械 及 び
装 置   55,672

- 工 具 、 器 具
及 び 備 品 　15,036

子 会 社 T O R E X ( H O N G 
K O N G ) L I M I T E D

所有
直接　100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)2. 1,061,761 売 掛 金 359,943

子 会 社 台 湾 特 瑞 仕 半 導
體 股 份 有 限 公 司

所有
直接　100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)2. 1,568,956 売 掛 金 470,469

子 会 社
TOREX
SEMICONDUCTOR
EUROPE LIMITED

所有
直接　100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)2. 1,086,964 売 掛 金 194,341

⑴　１株当たり純資産額 923円24銭
⑵　１株当たり当期純損失 △381円15銭

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）⒈ ウェハの加工については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

⒉ 当社製品の販売については、市場価格等を勘案し価格交渉の上、決定しております。
３. 資産の貸与については、当社製品の生産ラインに使用すること等を条件に、価格交渉の上、決定して

おります。

９．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　７．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）株主資本において自己株式として計上されている、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株
式（当事業年度末120,230株、期中平均株式数94,795株）を「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純損
失」の算定上、控除する自己株式に含めています。

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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